様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

申請年月日　 　　　２０２４年　　３月　　６日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）　まるえつ   
一般事業主の氏名又は名称 株式会社マルエツ   
（ふりがな）  ほんま　まさはる   
（法人の場合）代表者の氏名 　　本間　　正治  印   
住所　〒１７０－８４０１
東京都豊島区東池袋５-５１-１２
法人番号８０１３３０１０１２７７０　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 U.S.M.H第２次中期経営計画（２０２０－２０２２）
2 U.S.M.H第３次中期経営計画（２０２３－２０２５）
3 マルエツ会社案内（２０２３－２０２４）

	公表日
	1 ２０２０年　４月　　９日
2 ２０２３年　４月　１１日
3 ２０２３年　８月　３０日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 U.S.M.HＨＰ内：https://www.usmh.co.jp/wp-content/themes/usmh/files/20200409141/US_20200409_141.pdf
3ページ目記載
2 U.S.M.HＨＰ内：https://www.usmh.co.jp/wp-content/themes/usmh/files/20230411/US_20230411_medium_term.pdf
8ページ、10ページ目記載
3 弊社ＨＰ内：https://www.maruetsu.co.jp/wp-content/uploads/2023/09/2023_kaishaannai.pdf 
4ページ目記載

	記載内容抜粋
	1 デジタルを基盤とした構造改革を推進し、時代の礎を築く。「あらゆる人に食を届ける」を目指して協働と創発をくりかえす。
· 新しい働き方に対応したＳＭ基幹システムへ
· デジタルによる新たな顧客体験の創造
※なお、情報処理技術の活用の方向性は、経営方針に基づく重点施策とポイントとして、U.S.M.H第３次中期経営計画にて公表している。
2 U.S.M.H第３次中期経営計画
「お客さまをはじめ、地域の生活者、従業員やその
家族、株主さま等、全ての人々の心身の健康と豊かさを創造する企業・Well-Being創造に転身する」上記を実現すべく、弊社の保持する様々なDXソリュ―ションを軸とし、「店舗収益拡大」「店舗外収益拡大・ＯＭＯ」「ビジネス領域の拡大」といった３つのエンジンを回し、”BeyondSuperMarket”を目指す。
3 U.S.M.H第３次中期経営計画に基づき、弊社は、私たちの「ありたい姿」に向き合うとともに、「商品の改革」「アウトサイド×デジタル（店舗外収益）」「ビジネスプロセス革新（生産性改革）」とそれを具現化する「新業態推進」を重点戦略としています。また、デジタルによるリアル店舗とオンラインとの融合=OMOにより、多様化されたお客さまのお買い物シーンに対し、店舗と店舗外で“いかに接点を持つか”、商品やサービスを“いかにして伝えるか”、そしてお客さまにとって“何が便利なのか”を私たちが理解し実現に向けて行動することで、お客さまに選ばれる店づくりを目指してまいります。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	1 2020年2月25日　U.S.M.H取締役会にて上程、承認
2 2023年2月28日　U.S.M.H取締役会にて上程、承認
3 2023年8月21日　弊社稟議決裁（※）
· 代表取締役社長、各役員による意思決定と同様



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 U.S.M.H第２次中期経営計画（２０２０－２０２２）
2 U.S.M.H第３次中期経営計画（２０２３－２０２５）
3 会社案内（２０２３－２０２４）
4 組織変更および人事異動に関するお知らせ

	公表日
	1 ２０２０年　４月　　９日　
2 ２０２３年　４月　１１日
3 ２０２３年　８月　３０日
4 ２０２３年　２月　２８日　　

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 U.S.M.H第２次中期経営計画（２０２０－２０２２）U.S.M.HＨＰ内：https://www.usmh.co.jp/wp-content/themes/usmh/files/20200409141/US_20200409_141.pdf
９ページ目記載
2 U.S.M.H第３次中期経営計画（２０２３－２０２５）
U.S.M.HＨＰ内：https://www.usmh.co.jp/wp-content/themes/usmh/files/20230411/US_20230411_medium_term.pdf
６、８、１０ページ目記載
3 会社案内（２０２３－２０２４）
弊社ＨＰ内：https://www.maruetsu.co.jp/wp-content/uploads/2023/09/2023_kaishaannai.pdf
７、８ページ目記載
4 組織変更および人事異動に関するお知らせ
弊社ＨＰ内：https://www.maruetsu.co.jp/wp-content/uploads/2023/02/20230228_2.pdf


	記載内容抜粋
	1 すべての改革を支えるデジタルへの積極て投資
・新しい働き方に対応、SM基幹システムへ
・デジタルによる新たな顧客体験の創造
そのためのテクノロジーとして、スマートPOS、デジタルサイネージ、モバイルアプリ等を開発
2 
1） 中期経営計画策定方針／ 当社の強みを生かして
危機に立ち向かうU.S.M.H中期経営計画
・オープンソースERP、省力化機能(発注、
ピッキング)を活用した、ローコストオペレー
ションによる生産性向上
・商品販売データ(POSデータ)、来店客データを
基としたデータドリブンマーケティングによる
顧客支持拡大
・顧客データ(ID+購入)に基づく、顧客コミュニ
　　 ケーションによるNPSの向上
イ）スーパーマーケットを越える事業構造
Beyond Supermarketに至るため、持続可能な発展　をターゲットとする。そのためにUSMH DXプラットフォームを軸とし、店舗内外の収益拡大、またビジネス領域の拡大を進める。
一例）デジタルサービスの拡大、デジタルプロモーション強化、Ignica/DXサービスツール、等
3 多様化するライフスタイルへの対応とデジタル化の推進により、ご来店いただくお客さまはもちろん、ご来店いただけないお客さまにも、より気軽にストレスゼロでのお買い物をお楽しみいただける新たなサービスを展開します。
・来店客：サイネージを活用した情報発信、
セルフレジやScan&Goでの非接触型決済の推進
・非来店客：オンラインデリバリーによる
ネットで注文、無人ピックアップルームでの
受け取り、Scan&Go決済と連動した法人向け
無人店舗「スマートプチ」の推進

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	1 2020年2月25日　U.S.M.H取締役会にて上程、承認
2 2023年2月28日　U.S.M.H取締役会にて上程、承認
3 2023年8月21日　弊社稟議決裁（※）
4 2023年2月21日　弊社取締役会にて上程、承認
※	代表取締役社長、各役員による意思決定と同様



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	　U.S.M.H第３次中期経営計画（２０２３－２０２５）
U.S.M.HＨＰ内：https://www.usmh.co.jp/wp-content/themes/usmh/files/20230411/US_20230411_medium_term.pdf
9ページ、10ページ、13ページ
4 組織変更および人事異動のお知らせ
https://www.maruetsu.co.jp/wp-content/uploads/2023/02/20230228_2.pdf

	記載内容抜粋
	2 店舗収益拡大・店舗外収益拡大（OMO）・ビジネス領域拡大の3つのエンジンを円滑に推進すべく、「U.S.M.H（R&D）事業会社（オペレーション）6ユニット20プロジェクト」の組織体制を構築。当社も事業会社として多様な人材を参画させている。また、これらの体制は柔軟な組織構造・多様性、人材育成システムをベースとしている。なお、戦略に対する人材育成として、「施策フレーム内」の＜実行資源＞の＜情報＞の中に、行動に帰結するデータ分析、活用のトレーニングの実施を示している。弊社においてもU.S.M.Hにおける6ユニット/20プロジェクトに積極的に参加し、同様のトレーニングを実践している。
4 主旨：中期経営計画の重点施策である「商品の改革」「アウトサイドデジタル」「店舗の改革」の推進を目的に、「スピードと実行力」を有する組織、機能を構築。また、既存機能の深耕と、新たなビジネスモデルへの転換を目的とした新規機能の探索を緊密に連携し、実践していく組織にする。
内容：今後の事業成長の基盤となる新たなビジネスモデルをデザインするため「ビジネス デザイン本部」を新設。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	①第２次中期経営計画(２０２０―２０２２)
https://www.usmh.co.jp/wp-content/themes/usmh/files/20200409141/US_20200409_141.pdf
4ページ、6ページ、9ページ
②第３次中期経営計画(２０２３－２０２５)
・https://www.usmh.co.jp/wp-content/themes/usmh/files/20230411/US_20230411_medium_term.pdf
8ページ、10ページ、11ページ

※U.S.M.H第２、第３中期経営計画を基に、弊社のデジタル投資を上方修正

	記載内容抜粋
	1 第２次中期経営計画(２０２０―２０２２)
・デジタルを基盤とした構造改革を推進
・デジタル開発投資を増加(維持更新中心から
新規開発へ投資をシフト)：投資キャッシュ配分
→第2次中期経営計画構成20%へ（17-19比+5.0％）
・すべての改革を支えるデジタルへの積極投資
　　新しい働き方に対応SM基幹システムへ
　　デジタルによる新たな顧客体験の創造

2 　第３次中期経営計画(２０２３―２０２５)
・店舗の変革：デジタルにより多様なカスタマージャ
ーニーを可能とする環境と、人の提供するサービ
スが一体となる店舗へと機能拡張する
・デジタル基盤の開発を急ぎOMOへの転身を図る
2023-2025のデジタルへの投資配分：20～25%

※U.S.M.H第２、第３中期経営計画を基に、弊社のデジタル投資を上方修正



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 第２次中期経営計画(２０２０―２０２２)
2 第３次中期経営計画(２０２３―２０２５)
3 イオン株式会社2021～2025年度中期経営計画

	公表日
	1 ２０２０年　４月　９日
2 ２０２３年　４月１１日
3 ２０２１年　４月　９日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 U.S.M.H内HP：https://www.usmh.co.jp/wp-content/themes/usmh/files/20200409141/US_20200409_141.pdf　11ページ目記載
2 U.S.M.H内HP：https://www.usmh.co.jp/wp-content/themes/usmh/files/20230411/US_20230411_medium_term.pdf　10ページ目記載
3 イオン内ＨＰ：https://www.aeon.info/wp-content/uploads/news/pdf/2021/04/210409R_3.pdf　７ページ目記載

	記載内容抜粋
	1 2021年度、2022年度デジタル改革による営業利益効果として1,400百万円の増加効果を計画（グラフにて表現）
2 2025年度までにオンラインデリバリー、移動スーパー、無人店舗、マーケットプレイス、クイックコマースによる店舗外収益を400億円規模に拡大する計画
3 デジタル売上としてイオングループとして2025年度に1兆円を計画(表にて表現)
※上記内容を踏まえ自社目標を設定
　・オンラインデリバリー、移動スーパー、無人店舗、マーケットプレイス、クイックコマースによる店舗外収益の目標は2025年度　売比5.0％



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	1 ２０２３年　４月　１１日
2 ２０２４年　１月　　１日

	発信方法
	①　2023年2月期　決算説明会資料
https://www.usmh.co.jp/wp-content/themes/usmh/files/20230411151/Usp_20230411_151_3.pdf
14ページ目記載
※発信場所：U.S.M.H２０２３年２月期第２四半期
決算説明会
　発信者：㈱マルエツ代表取締役社長　本間正治
　　　　　（U.S.M.H主要子会社の立場にて）
②　業界紙取材に基づく記事による発信
　　2024年1月1日　食品産業新聞
　　新春インタビュー2024
[bookmark: _GoBack]　上記は下記の通りとなります。
・別添の資料にて説明
　・代表取締役社長に対するインタビュー記事

	発信内容
	1 決算説明会にて
U.S.M.H決算説明会において、U.S.M.H代表取締役社長藤田元宏の説明に続き、弊社代表取締役社長本間正治が資料に沿って説明を行っている。
※上記については、別途の動画資料にて補足説明を
行っている。内容は下記の通り。
2022年度はオンラインデリバリーやUberEats、またフルセルフレジを拡大し、生産性の向上を実現する。2023～2025年度中期経営計画においては、引き続きオンラインデリバリーやUberEatsなど販売チャネルを拡大する。
2 2024年1月1日食品産業新聞の記事より
（20ｐの9段目）
2024年度の計画はデリカ改革とOMO拡充です。オンラインデリバリー、スマートプチなどチャネルを広げ、お客さま都合で、マルエツでお買い物できるインフラ整備を推進する。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	２０２２年　３月頃　～　　２０２３年　２月頃
　以降も継続して実施

	実施内容
	1 U.S.M.Hにおける経営会議、PJTMTにおいて、デジタルへの取組みに関する討議体制をとっており、その中で課題の把握を行うことで、戦略等の適宜見直しを図り、着実にDXを推進できる体制を構築している。※弊社代表取締役社長、取締役 専務執行役員 の2名が各回構成員として出席
2 弊社会議体（取締役会、経営会議、等）において各DXの取組み進捗と共に課題を把握。今後の対応について議論、決議している。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　２０２２年　３月頃　～　２０２３年　２月頃
　以降も継続して実施

	実施内容
	・弊社情報セキュリティ対策、および外部からのウイルス感染防止といったサイバー対策への取り組みは下記規程に基づき実施
　「情報セキュリティ管理基準」
「サーバに関するセキュリティ対策基準」
「業務端末に関するセキュリティ対策基準」
「POSシステムに関するセキュリティ対策基準」
「情報システム利用に関するセキュリティ対策基準」
「お客さま用端末に関するセキュリティ対策基準」
・情報セキュリティに関する規則規程に基づき、
内部監査を実施。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

